
地方議会の女性割合は、市区議会は20.3%、町村議会は14.1%

女性議員ゼロ議会は、212市区町村（2024年）

配偶者間の傷害・暴行による被害者は、約9割が女性（2024年）

地方公共団体首長は、特別区以外は女性割合が1割以下（2024年）

（出所　総務省）
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女性を被害者とする不同意性交等罪の認知件数は年間2,611件

不同意わいせつ罪は 5,840 件（2023 年）

（出所　法務省）
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注1：被害発生率は、人口10万人あたりの認知件数

注2：2023年7月施行の刑法改正により「強制性交等罪」は「不同意性交等罪」、「強制わいせつ罪」は「不同意

　　わいせつ罪」に罪名が変わった

衆議院（下院）の女性議員割合（15.7%）は、187カ国中140位

女性議員割合（下院）が30%以上の国は72カ国（列国議会同盟（IPU）2025年）

（出所　総務省、内閣府）
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日本の総人口は1億2380万人、平均年齢は女性49.2歳、男性46.0歳

人口の年齢構成は壺型で、底辺が先細り（2024年）

注：平均年齢、年齢中位数は2020年の値

直近選挙での当選者女性割合は、衆議院15.7％、参議院28.0％

2025年5月現在、女性議員は衆議院73名（15.7％）、参議院61名

（25.4％）で、30％に達していない

注：＊は女性議員がゼロの市区町村議会がある都道府県 （出所　内閣府）

男女格差指数（GGGI)では日本は148カ国中118位（0.666）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（世界経済フォーラム、2025年）

SDGs達成度合では日本は80.7点、167か国中19位
（Sustainable Development Report 2025年）

（内訳：経済112位、教育66位、健康50位、政治125位）

このリーフレットの統計は、日本社会の様々な分野における女性と男性の状況を
表しています。主に政府機関の公的統計データを基に作成しています。
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グローバルジェンダーギャップ

（出所　厚生労働省）
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女性の老齢厚生年金月額は約4割が10万円未満

平均額は女性107,200円、男性166,606円（2023年）

母子世帯の年間収入は父子世帯に比べて低い（2020年）

単位：万円

（出所　厚生労働省）
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男女間賃金格差は縮小傾向にあるが、女性は男性の75.8％
（一般労働者の所定内給与額）（1か月あたり）

女性雇用者（正社員）の勤続年数は、男性に比べて短い（2024年）

（民営事業所）

民間企業の役職者の女性割合は低い（2023年）

平均寿命と健康寿命の差は、女性11.69年、男性8.52年

単位：千円
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単独世帯は女性の方が多く、特に75歳以上では

女性3,634千世帯（71.7％）、男性1,434千世帯（28.3％）（2023年）

（出所　総務省）

（出所　総務省）

（出所　総務省）

（出所　文部科学省）

（出所　文部科学省）

注：↑…2023年値より増、↓…2023年値より減

（出所　厚生労働省、国立社会保障・人口問題研究所）

（出所　総務省、厚生労働省）

（出所　厚生労働省）
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合計特殊出生率（TFR）は過去最低の1.20 

出生数は8年連続で過去最少を更新している

単独世帯の増加に伴い、平均世帯人員数は減少し、2.23人に

共働き夫婦の生活時間は、曜日にかかわらず妻の方が有償労働と
無償労働の合計時間が長い（2021年）

女性の労働力率は上昇しているが、正規雇用率は25～29歳以降低下

4年制大学への現役進学率は女性53.1％、男性55.3％

大学院では男女間格差がさらに広がる

教員全体の女性割合に比べ、校長と教授の女性割合は低い（2024年）

（出所　厚生労働省）

育児休業後復職者のうち女性の育児休業取得期間は45.6％が
12か月以上、男性は58.1％が1か月未満（2023年）
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すべての産業で女性の非正規雇用労働者割合は男性を上回る（2024年）
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